　

全ての事業者は、業務管理体制を整備し、事業所等の展開に応じ関係行政機関に届け出る必要がありますので、各関係行政機関が指定する様式により届け出てください。
なお、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という）及び児童福祉法の該当する条文（事業者の区分）ごとに届出が必要です。
記入方法
· 受付番号及び「１ 届出の内容」欄の上段の事業者（法人）番号には記入する必要はありません。
　１「届出の内容」欄
業務管理体制の整備に関して届け出る場合は、(1) 障害者総合支援法第51条の２第２項 （第51条の31第２項）関係の（整備）に○を付けてください。（様式第30号の13の場合は、 (1)児童福祉法第21条の５の26第２項（第24条の19の２において準用する同法第21条の５の26第２項、第24条の38第２項）関係の（整備）に○を付けてください。）
届出先行政機関が変更される場合（区分の変更）については、次の記入例２を参考にしてください。
　２「事業者」欄
1 事業者の「名称」、「主たる事務所の所在地」、「法人の種別」、「代表者の職名」、「代表者の住所」等は、登記内容等と一致させてください。
2 「法人の種別」は、届出者が法人である場合に、営利法人、社会福祉法人、医療法人、社団法人、特定非営利活動法人等の区別を記入してください。
3 同一の事業者が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の該当する条文ごとに、２つ又は３つの届出書を同時に提出する場合の「事業者」欄は、１つの届出書にのみ記載し、残りの届出書の記載は省略することとして差し支えありません。
　３「事業所名称等」欄
1 事業所名称及び所在地等を記入し、「事業所名称」欄の最後に事業所等の合計数を記入してください。
2 この様式に書ききれない場合は、記入を省略し、別紙として、事業所名称等及び所在地のわかる資料を添付していただいても差し支えありません。
添付資料は、Ａ４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したものでも構いませんが、その場合は添付資料の表紙に、事業所等の合計数がわかるよう「事業所等の合計 ○○ヵ所」と記入してください。
４ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（児童福祉法）上の該当する条文（事業者の区分）」欄
① 届け出る事業者の区分については、次の条文ごとの事業者区分を参考に、いずれかの該当する番号に○を付けてください。
　【様式第４号の３】
　　(1) 法第51条の２・・・・指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者
　　(2) 法第51条の31・・・・指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者
【様式第30号の13】
　　(1) 法第21条の５の26・・・指定障害児通所支援事業者等
　　(2) 法第24条の19の２ ・・・指定障害児入所施設の設置者
　　(3) 法第24条の38 ・・・・・指定障害児相談支援事業者
　５「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第34条の28第１項第２号から第４号まで（第34条の62第１項第２号から第４号まで）（児童福祉法施行規則第18条の38、第１項第２号から第４号まで（第25条の23の２第１項第２号から第４号まで、25条の26の９第１項第２号から第４号まで））に掲げる届出事項」欄
1 事業所等数に応じて整備し届け出る業務管理体制については、次の表を参考に、該当する番号全てに○を付けてください。
　　第２号　　法令遵守責任者の氏名（フリガナ）及び生年月日
　　第３号　　業務が法令に適合することを確保するための規程の概要
　　第４号　　業務執行の状況の監査の方法の概要
· 事業所等の数に応じて整備する業務管理体制
	
	事　業　所　等　の　数

	
	20未満
	20以上100未満
	100以上

	第２号
	○
	○
	○

	第３号
	×
	○
	○

	第４号
	×
	×
	○


2 第２号については、その氏名（フリガナ）及び生年月日を記入してください。
3 第３号及び第４号を届け出る場合は、概要等がわかる資料を添付してください。
添付資料は、Ａ４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したもので構いません。
添付資料については、（参考資料）に御留意ください。
　　
　　６「届出区分の変更」欄
　　　　業務管理体制を整備し届け出る場合は、記入する必要はありません。


様式第４号の３（第２条関係）
（表）
業務管理体制の整備（届出区分の変更）に係る届出書

年　　月　　日　　

　富山県知事　　　　殿

所在地　富山県富山市新総曲輪○番△号　　
届出者　名称　　社会福祉法人とやま　　　　　　　　　
代表者氏名　立山　一郎　　　　　　

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の２第２項（第51条の２
第４項、第51条の31第２項、第51条の31第４項）の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

	　
	事業者（法人）番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	１　届出の内容

	　
	(1)　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の２第２項（第51条の31第２項）関係
（整備）

	
	(2)　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第51条の２第４項（第51条の31第４項）関係
（届出区分の変更）

	２　事業者
	フリガナ
	　シャカイフクシホウジントヤマ

	
	名称
	　社会福祉法人とやま

	
	主たる事務所の所在地


	(郵便番号　９３０　―　****　　)

　富山　都道　　富山　　郡市　　新総曲輪○番△号
　　　　府県　　　　　　　区

	
	
	(ビルの名称等)

	
	連絡先
	電話番号
	０７６-４４４-****
	FAX番号
	０７６-４４４-****

	
	法人の種別
	　社会福祉法人

	
	代表者の職名、氏名及び生年月日
	職名
	理事長
	フリガナ
	トヤマ　イチロウ
	生年月日
	昭和○年△月×日

	
	
	
	
	氏名
	富山　一郎　
	
	

	
	代表者の住所
	(郵便番号　９３０　　―　****　　)

　富山　都道　　富山　郡市      舟橋北町○番□号
　　　　府県　　　　　　区

	
	
	(ビルの名称等)

	３　事業所名称等
	事業所名称
	指定年月日
	事業所番号
	所在地

	
	計　　箇所
	　
	　


	　

	４　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律上の該当する条文

（事業者の区分）
	(1)　法第51条の２（指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の設置者)

	
	(2)　法第51条の31（指定相談支援事業者）

	５　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第34条の28第１項第２号から第４号まで（第34条の62第１項第２号から第４号まで）に掲げる届出事項
	第２号


	法令遵守責任者の氏名(フリガナ)
	生年月日

	
	
	　立山　雪子　（タテヤマ　ユキコ）
	昭和□年×月◇日

	
	第３号
	業務が法令に適合することを確保するための規程の概要

	
	第４号
	業務執行の状況の監査の方法の概要

	６　届出区分の変更
	届出区分の変更前の行政機関の名称及び担当部（局）課
	　

	
	届出区分の変更前の事業者（法人）番号
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	届出区分の変更の理由
	　

	
	届出区分の変更後の行政機関の名称及び担当部（局）課
	　

	
	届出区分の変更年月日
	　　　　　年　　　月　　　日


記入要領１


「様式第４号の３」及び「様式第30号の13」


・・・業務管理体制の整備に関して届け出る場合





記入例１　業務管理体制の整備に関して届け出る場合





事業者の所在地、名称、代表者氏名は登記内容等と一致させてください。なお、令和３年度から法人の代表者印は不要となりました。





届出日を記入してください。





様式第30号の13も同様





事業者（法人）番号に記入する必要はありません。





業務管理体制を整備し届け出る場合は、（整備）に○を付けてください。





●「事業所名称」欄の最後に事業所等の合計数を記入してください








事業所の名称、所在地、法人の種別、代表者の職名、代表者の住所は、登記内容等と一致させてください。





●欄内に書ききれない場合は、この様式への記入を省略し、事業所名称等及び所在地のわかる資料を添付していただいても差し支えありません。


●添付資料は、A４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したものでも構いません。


●なお、添付資料の表紙に事業所等の合計数がわかるよう「事業所等の合計　○○ヵ所」と記入してください。








●該当する事業者の区分に○を付けてください。








●届け出る事項について該当する番号全てに○を付けてください。


●第２号については、氏名（ﾌﾘｶﾞﾅ）及び生年月日を記入してください。


●第３号及び第４号を届け出る場合は、概要等がわかる資料を添付してください。


添付資料は、A４用紙により、既存資料の写し及び両面印刷したもので構いません。








業務管理体制を整備し届け出る場合は、６の欄に記入する必要はありません。








